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要約
921 集集地震は台湾に大きな被害をもたらした。5 階建て以上の集合住宅社区［＝コミュニティ

（訳者注）］が地震で損壊し、撤去された事例は 128 を超える。集合住宅社区とは区分所有の建築
物のことで、それを共有する多数の人々による同意なくして再建は不可能であり、その手続きも
極めて複雑かつ多くの時間を要した。震災後、政府は都市更新条例に基づいて都市計画内被災区
域の再建を解決する政策を提示し、九二一震災重建暫行［＝再建暫定］条例の立法によって更新
プロセスを簡略化した。しかし、政府が総合的な面的復興の経験に欠けることから、政策上の理
念と実際の展開との間に齟齬が生じ、徐々に集合住宅社区を範囲とする更新型再建モデルへと収
斂していった。土地及び建築物の所有者が自力で更新団体を組織して更新再建計画を実施する
か、或いは、都市更新事業組織に委託してこれを実施主体とした。本稿では地震直後に政府が発
布した政令や法規、メディアの報道など文献資料に基づいて、都市更新型再建政策の案出過程を
振り返りたい。さらに、政策の実行と法令の条文という視点から、社区が更新手続きに従って再
建にあたることを決意した要因を分析し、また、自力更新再建にあたった社区を対象として、社
区の更新再建に影響を及ぼした要因を調べたく思う。そして最後に、社区再建起動時の支援、更
新型再建経費の調達、その更新再建計画の実施といった三つの側面から政府の施策と民間協力の
差異とを比較する。921 地震後更新条例に基づいた社区再建に関する資料は、民間協力が蓄積し
た経験は、さらに一歩進んだ改善を図る必要があることを示しており、それにより都市部におけ
る震災後の住宅再建に応用し得るであろう。
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はじめに

台湾は過去30年間にわたる都市化（Urbanization）
の結果、都市部の土地利用の高度化が絶え間なく進
み、集合住宅（Congregate housing）と連棟住宅

（town housing）が主流となり、その比率は1981年
の 61.49%から、1996 年の 66.4%に上昇し、さらに、
2005 年末には 66.68%に達した。一方で、伝統的な
農村住宅は13.93%であったものが、1996 年と2005
年にはそれぞれ 9.09%と8.55%にまで低下した［営
建署 2006］。台湾は環太平洋造山帯に位置するため
地震が頻発し、震度の大きい地震がよく発生する。
そのような地震がいったん発生し、その範囲が人
口の密集する都市部を覆った場合、多くの家屋倒
壊は免れない。集合住宅や連棟住宅についても同
様である。しかしながら、台湾では都市部の地震
災害に関し、減災、防災やその対応策に重点をお
いた研究が多くなされているが、震災後の住宅再
建対策についての研究は、相対的にはるかに少な
いと言わざるを得ない。

集合住宅
1）
と連棟住宅

2）
は、その種類と規模に関わ

らず、構造上、あるいは使用上、もしくは建築許
可の設計図上に明確な境界線があり、その建築物
及び敷地がいくつかの部分に分かれ、専有部分以
外に共有部分を有しておれば、「民法」第 799 条
に定めるところの区分所有建築に属する。一般の
区分所有建築物の空間規模は「社区発展工作綱要」
第 2 条第 1 項に定める「社区［＝コミュニティ］」
には達しないかもしれないが、一方で、「社区と
は一地理的区域に居住し、住人同士が共通の利益
関係、共通のサービス体系、共通の発展力もしく
は潜在力を具えた一群の人々」との定義［徐震
1992］に依拠し、また「国民住宅条例」が、政府
が中心になって大々的に企画したコミュニティ型
国民住宅を直接「国民住宅社区」

3）
と表現し、それ

が 921 地震後の関連法令用語と一致している点、
さらに、社会関係作用という意味が内包されてい
る点からみれば、921 地震後の再建過程に見られ
た集合住宅所有権者による協同歩調、集団合議な
どには、すでにコミュニティとしての内部連携能
力が備わっているとみなされるべきで、本稿では

集合住宅と連棟住宅を総じて「集合住宅社区」あ
るいは簡潔に「社区」と表現しておきたい。

921 集集地震は台湾に大きな被害をもたらし、
死亡者 2,455 人、行方不明 50 人、重傷者 758 人
を出しただけでなく、建物が倒壊し、全壊と判定
され、義援金を支給されたものは 5 万 644 戸、
半壊の家屋は 5 万 3317 戸にのぼった（表札数に
基づくデーターでは全壊が 3 万 8935 戸、半壊
が 4 万 5320 戸）［行政院九二一震災災後重建推
動［＝再建推進］委員会 2006］。そのうち、5 階
建て（を含む）以上の集合住宅社区が地震による
損壊によって取り壊された事例は 128 を超える

4）
。

震災後、政府は「もとの敷地での元通りの再建、
建築許可申請手続きの免除」といった簡略化措置
を打ち出し

5）
、震災で損壊した建築物の所有権者

は、その建物の使用許可書や土地権利証、及びそ
の他の関係書類を現地の建築主管官庁に提出して
審査を受けることが認められた。つまり、棟数、
階数、戸数、各階面積、各階の用途、建築物の高
さがもとの使用許可書を超えない範囲でもとの敷
地に建物を建築する場合、建築許可書の再申請手
続きを行う必要はないとされた。そして、政府は
一方で「都市更新条例」を採用して、総合的な面
的復興を進めるよう提案し［行政院経済建設委
員会 1999］、「九二一震災重建暫行条例」（以下、

「九二一条例」と省略）の立法を通して、都市更
新の手続きを簡略化した。その他、震災で集合住
宅社区が損壊し、住民が死亡した場合で、その敷
地を市地重劃（区画整理）、土地買収、都市更新
型再建、またはその他いずれの方法によっても再
建し得ない場合には、近隣の国有の非公用建築用
地とで所有地の交換を申請できることとなった。
つまりは「土地で以て土地を交換する」（以地易地）
方式である［立法院 1999］。

集合住宅は、居住者が土地の権利及び公共施設
を共同で分け持ち合う建物である。同じ土地に属
し同じ建築許可書を共有するため、増築や改築、
建替えなどの建築行為を行う目的で建築許可を申
請する場合、対象となるその土地所有者が全員で
共同申請しなければならない。よって、「もとの
土地に以前の形のまま」に建替えるために直接建
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築許可書を申請するためには、集合住宅内の住人
の同意と外部からの協力が必要となり、これらの
歩調が一致することが不可欠となる。もし、住人
の同意が得られず、ある所有権者が土地の権利証
を提出する意志がなければ、別の方法を探らざる
を得ず、手続きが煩雑となる

6）
。

「都市更新条例」は、都市における土地の計画
的再開発利用の促進によって、都市機能の回復、
居住環境の改善、公共利益の増進を図る目的で
1998 年に公布された。「都市更新条例」に基づい
て都市更新を推進する際、まず更新地区を確定
し、更新事業の実施者を決定しなければならな
い。更新地区は政府が確定することもできるし、
土地あるいは合法建築物の所有者自身で確定を申
請することもできる。更新事業の実施は民間が
行ってもよいし、政府が行ってもよい。民間で
は、土地及び合法建築物の所有者が自ら更新会を
組織して実施するか、都市更新事業組織に委託し
て事業を実施してもらうことになる。921 地震前
には、台北市を除いた主たる災害地域の地方政府

（南投県・台中県、・台中市）はいずれも都市更新
事業を行った経験がなく、被災社区の再建にむけ
て指導にあたり得る専門家団体も、専門的知見に
対する大きな需用があったにも関わらず、それに
対処することができなかった。そして、被災者は

「都市更新条例」についてそもそも馴染みがなかっ
た。よって、平時からの準備も経験の蓄積も、完
備された一連の措置もなく、震災後の切羽詰った
復興のスピードアップへの期待が高まる中、総合
的な面的復興という理想を実現させるには、必然
的に相当な困難が伴った。

本稿では、震災後に政府の発布した政令と法規
を点検し、震災直後における政府の総合復興政策
の提案を振り返り、その上で、メディア報道、文
献及び執行の際の資料等に基づき、政策提起後直
後の「群れをなす蜂の巣」現象、政策の実行性を
めぐる論議、そして、政策理念と実際の展開との
間に生じた乖離を明らかにする。そして、「都市
更新条例」と「九二一条例」の関連条文の分析を
通じ、社区に対して再建手続きに従い更新型再建
事業に取り組むよう説得するに足る理由を分析し

たい。そして、自力で更新会を組織して更新型再
建計画を実施した集合住宅社区を対象（以下、本
稿では「自力更新再建」と称す）に、社区の再建
に影響を及ぼした要因を検討し、さらに、財団法
人九二一震災重建［＝再建］基金会（以下「921
基金会」とする）

7）
を主要な民間組織として、社区

再建の着手に際する支援、再建経費の調達ならび
に更新再建計画の実施という三つの側面から、政
府施策と民間協力との差異を比較したい。最後
に、著者が実際に参加し、蓄積した経験に基づ
き、民間協力の特色を総括し、あわせて、これに
検討を加えるとともに提案を行いたい。

1　更新型再建政策の提議

震災後、政府は都市計画内の被災区域で都市更
新方式を採用して再建に取り組むのに適したとこ
ろに焦点を合わせ、「都市更新条例」に基づき、
更新区画と更新単元（ユニット）を設定し、土地
買収や市地重劃（区画整理）、あるいは権利変換
などの方式を用いて建替えや大規模改修、補修な
どにあたるよう提案した。また、「都市更新条例」
の規定に基づいて、容積緩和や税金減免措置を講
じた［行政院経済建設委員会 1999］。

これら政策提案に加え、政府は「震災後社区再
建計画内容及作業規範」を定め、都市更新地区が
必要とする経費は、当該県政府や郷（鎮、市）
役場の民間募金から調達するとともに、921 基金
会に対して補助金を申請できるものとし、更新単
元の戸数の多寡に応じ、その補助金額は 160 万～
240 万元とした。そして、「九二一条例」の立法
を通じて、更新地区の確定や都市計画や都市更新
計画の決定と変更、公聴会の開催や縦覧期間など
について、簡素化と日時短縮が図られた。

1─1　初期現象
政策が提案された初期においては、総合的な面

的復興をしなければならない地区を迅速に確定す
るために、地方政府に対して、まず始めに各部局
の調査資料や実地調査の結果に基づき、緊急を要
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する更新地区を確定し、さらに、実際の必要に応
じて建築禁止地域を定め、次に緊急更新地区に対
する全面調査と評定を行い、都市更新を実施する
範囲を定めるべきであると建議した

8）
。方針が示さ

れると、各被災地からこの方式による都市更新の
要求が相次いだ。また、政府または銀行公会［＝
銀行業組合］が共同で基金を設立し、銀行が引き
受けた債権を集中的に処理する一方で、都市全体
の復興、郷鎮の再建などの建設を進めるべきで
あると提案する者もいた。また、「造鎮（まちづ
くり）計画」［李莉珩 1999；林貞平 1999；華英恵
1999；葛珮育 1999］推進に着手する郷鎮も存在
した。再建計画費用を補助するとの承諾は、各地
の再建企画・計画グループの被災地区への集結を
招き、少なからざる地域で再建企画グループの鮮
明な旗印や看板が翻るありさまであった［荘芳銘
2000a；荘芳銘 2000b］。このような現象は震災後
一周年前夜にメディアに取り上げられ、激しく批
判されたのである［中国時報 2000］。

1─2　実行性をめぐる論議
都市更新（Urban renewal）の起源はアメリカ

の 1949 年の住宅法［Housing act of 1949］にあ
る。これは、5 年を期限とする借款を地方政府に
提供し、スラム街（Slum）、荒廃地域（Blighted）、
劣化地区（Deteriorating）を購入もしくは収用
させ、徹底的にきれいにした後にその土地をディ
ベロッパーに売却、もしくは賃貸したのちに、
都市再開発（Urban redevelopment）を進めさせ
るよう連邦政府に要求したものである［Betters 
1949］。このような大規模なスラム街の一掃は、
住人の引越し問題などが考慮されていなかった
ため、大きな批判を呼んだ。1954 年の住宅法改
正では、「都市開発」という語を「都市更新」
に変更したほか、焦点を住宅の供給から商業地
区の再建に移し、修復（Rehabilitation）及び保
全（Conservation）に関する項目が加えられた

［McGraw 1955］。ヨーロッパ、アメリカ、日本
などの国々において都市問題を解決する方法や、
それに関する思考モデルに変化が生じたことに伴
い、台湾でも 1973 年に「都市計画法」を改正し
た。あわせて 11 カ条の「旧市区の更新」という

新たな章を加え、建替え、修復、保全などの方式
で、建物が密集し、半端でぼろぼろになり、景
観を損ね、公共安全に悪影響を及ぼしている旧市
街地の問題を解決しようとしたのである［立法
院 1973］。また、1998 年には土地の計画的再開発
利用を促進することで、都市機能を蘇らせ、居住
環境を改善し、公共利益を増進することを目的
とした「都市更新条例」が公布された［立法院
1998a］。

「都市更新条例」は、早期に発展した地域に見
られる建築物の構造的老化や実質環境の悪化、及
び都市機能の衰退現象に対応するため、実行性と
総体性の双方に配慮した更新手段を提供し、住民
の都市環境の質への要求を満たそうと考えた。条
例制定以前の都市更新においては、その規模が小
さく、断片的にすぎたために、多大な労力と資金
を投入したとしても、都市の総合的発展には役立
たなかったという欠点を解決しようと考えたので
ある［立法院 1998b］。

都市更新推進のための手順は、更新地区の確
定、更新計画の制定、更新事業概要、更新事業計
画、実施計画、そして計画の執行という 6 段階に
分けられる［内政部営建署 2008］。

更新地区の確定

都市更新計画の制定更新地区の確定手順を踏まない

更新単元の確定
主管官庁による主体的な推進

都市更新事業概要
の制定及び許可申請

所有者自身
による申請

都市更新事業計画
の制定及び許可申請

実施計画の制定及
び許可申請

計画の執行及び
成果の審査と評価

独自で都市更新会
を組織

都市更新事業組織
に委託

※独自で実施
※実施者の公開
　選定
※他の機関（機
　構）を実施者と
　して承認

図 1　都市更新のプロセス
（2003 年 1 月の法改正以前の条文に基づく）
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これに関しては図 1 を参考にしていただきた
い。更新地区の確定が都市更新の第一歩となり、
次に更新事業は誰が実施するのかということが
問題になる。更新地区は政府によって確定される
か
9）
、土地及び合法建築物の所有者が主管機関の

定める更新単元確定の基準に基づき、自ら更新単
元を定め、当該地区の更新事業の実施について申
請を行う

10）
。更新事業の実施にあたる主体は民間、

政府の二つに分けられる。前者に関しては、土地
及び合法的な建築物の所有者が自ら更新会を組
織し、法人身分を取得してから事業を実施する、
あるいは都市更新事業組織（いわゆる建設会社や
開発会社）に委託し、これを実施者とする

11）
。後者

は、各級の主管官庁が自ら事業を実施するか、公
開選考の手続きを経て都市更新事業組織に実施を
委託、もしくは別の機関（あるいは組織）が実施
者となり事業に取り組むことに同意するのである

12）
。

法律的な観点から見ると、「都市更新条例」は
明らかに都市全体の総合的な面的復興を原則とし
ている。更新地区の確定及び都市更新計画の制定
は、更新目標や更新方針、そして実質的な再発展
などに関わる問題なので、当然一定期間の調査と
評定を必要とする。よって、総合的な面的復興の
概念は、平素からの準備と経験の蓄積、及び完成
された一連の措置の準備がない場合、災害後に速
やかな復興再建に対する切迫した期待が高まる中
でそれを実現させようとすると、非常に困難なも
のとなる。当時、ある学者は、都市更新は前例が
少ないとし、容積緩和は経済効率に乏しく、都市
環境をさらに悪化させかねず、決して理想的な
復興メカニズムとはいえないと指摘した［陳覚
恵 2001］。またある実務者は、都市更新は被災地
区の再建問題を解決する最善の方法であるとし、
政策の形成プロセスで相当多くの議論を引き起こ
すであろうが、社区の自律と民主の達成のために
は不可欠なプロセスであると主張した［張隆盛
2001］。

1─3　政策の理念と現実の発展
「都市更新条例」の制定と 921 震災以前には、

台北市政府が 1983 年に「台北市都市更新実施辦

法」を定め、土地買収方式によって柳郷社区と八
徳路と饒河街の交差点付近地区の更新案を完成さ
せた［国家政策網路智庫 2010］以外に、主要被
災地区が位置する南投県、台中県及び台中市政府
には都市更新を実施した経験がなく、提議された
政府案に頼り、まず緊急を要する更新地区を定め
たうえで、次に都市発展の状況、住民の意向、旧
来からの社会関係や経済関係及び文化的特徴を掌
握し、全体的な調査と評価見積りを進めなければ
ならなかった。更新地区の確定、更新計画と更新
単元の確定基準の制定は一刻の猶予もなかった。

よって、総合的な面的復興を強調する政策の提
議は、推進後、格調が高すぎて非現実的とされる
可能性があった。かろうじて総合的な面的復興と
呼べるものは、東勢鎮東安里本街、中寮郷永平老
街と国姓老街の三カ所であった。相対的にいっ
て、その他の更新再建の事例はいずれも災害で損
壊した建築物の敷地を範囲としており、地方主管
官庁が自主的にそれらを更新地区と定め、更新単
元に指定した。土地買収、市地重劃（区画整理）、
政府による主体的な事業推進策の採用に至って
は、これらが実施された事例は全くなかった。
128 の被災集合住宅社区のうち、更新会が組織さ
れなかったものや、組織はされたが正式に登記す
るに至らなかった 13 の再建意思のない社区を除
き、倒壊した建物を以前の形どおりに再建させた

委託再建、8.59％
再建の意志がない
もの、10.16％

もとの土地にもとど
おりの再建、3.91％

土地交換、3.91％

自力での更新再建、
73.44％

図 2　921 地震で損壊した集合住宅社区が用いた再建方式
（社区数で計算）
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ものは 5、土地を交換したものは 5、自ら更新会
を組織し、自力再建にあたったものは 94、残り
の 11 は都市更新事業組織を事業者として更新事
業をこれに委託した。図 2 がそのグラフである。
土地交換を行った五つの社区は、土地交換が完了
したことをもって再建完成とみている。

2　921再建と都市更新

政策の理想と実際の展開との間には違いがあっ
たが、政府は「都市更新条例」を引用し、積極
的に被災した集合住宅社区の土地を更新区画と
して定め、あわせてこれを更新単元とし、さら
に「九二一条例」中に都市更新手続きの簡略化
に関する条文を加えたのである。このように、政
府、専門家集団、NGO 団体など多方面の協力を
得て、集合住宅の敷地を都市更新事業実施対象範
囲とする方法は、集合住宅の再建問題を解決する
主要なモデルとなった。

「都市更新条例」と「九二一条例」第 2 章第 2
節の都市地域の再建に関わる条文をさらに詳しく
分析すると、両者を組み合わせることによって、
更新手続きを大きく簡略化できること以外に、権
利変換制度の案出が、「土地法」と「公寓大廈管
理条例（マンション・ビル等管理条例）」等の法
令について、区分所有者が再建事業に参加する際
のその権利義務規範に関する部分を補完している
ことが見てとれる。そのほか、税金減免措置は、
民間の再建への参加を促す要因となっている。以
上から、社区に対して更新手順に従った更新の実
施を説得できた理由を以下のようにまとめること
ができる。

1．更新事業を始動する際のハードルが高くな
い：政府が更新事業を実施すべきと定めた地区
内で、政府または更新単元が自らの確定基準に
基づき更新単元を定めることができる。更新単
元範囲内の所有権者およびその面積

13）
の 10 分の

1 以上の同意を得られれば、自力で更新会を組
織するか、または都市更新事業組織に委託して
当該地区の更新事業を進める申請を行うことが

できる
14）
。加えて、「九二一条例」は申請手続き

を簡略化しているし、事業概要の制定や公聴会
の開催を免除している

15）
。よって、地震で被害に

あった集合住宅社区が都市更新手続きに従って
再建にあたる際のハードルは決して高くなく、
ほぼ障害はないと言っても差し支えない。

2．社区参画のメカニズム：更新単元範囲内の
所有権者が 7 人を超え、かつ更新事業を自力で
行おうとしている際には更新会を組織しなけ
ればならい

16）
。さらに、更新会の成立総会開催

後 30 日以内に、地方主管官庁にその旨を報告
し、審査を経て登記の許可を得てから、登記証
が発行される。更新会は法人でなければなら
い。その名称は都市更新会（「更新会」と略称）
と決められ、更新地区及び更新単元の名称を冠
する必要がある

17）
。更新会の設立、会員大会の召

集、決議、理事及び監事の選挙と職責、監督と
管理、そして解散等に至るまでの規範からみる
と、更新会の運営は確実に住民の社区参加の基
礎を提供している。では、社区への住民参加を
より確実なものにすることは可能であろうか。
その鍵は、社区の参加主体（更新会会員）が社
区内の各種再建に関わる実務に充分に喜んで参
加できるかどうかにあり、共同歩調をとること
によって共通認識を形成させ、社区の再建を期
日どおりに完成させるという目標に向かわせら
れるかどうかにある。

3．多数決制の採用と日程の短縮：集合住宅社
区の所有権者は極めて多く、もし実施するプロ
セスすべてにおいて全所有権者の同意を必要と
するのであれば、再建は決して簡単ではない。
さらに、一部の所有権者の反対により再建が失
敗に終わってしまう可能性もある。そこで、多
数の人の利益に鑑み、更新事業計画の起草或い
は変更に関しては、均しく所有権者の多数の同
意を基礎とすることが定められた

18）
。「九二一条

例」は、所有権者及び面積がともに過半数の同
意で更新事業計画の決定や変更を行うことがで
きるようハードルを下げ、権利変換計画書の制
定と修正は更新事業計画書と同時並行で進める
ことができる。さらに、縦覧の実施期間が 30
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日間から 15 日間に短縮され、もし全ての所有
権者の同意が得られるならば、縦覧と公聴会の
開催を省くことができる

19）
。「都市更新条例」の

規範と比較すると（図 1）、921 地震後に適用さ
れた更新プロセスは簡略化されている点が明ら
かに多い。例えば、（1）事業概要の制定や公聴
会開催を省略して、更新会組織の申請を行え
る、（2）直接更新区画や更新単元を設定でき
る、（3）更新事業計画と権利変換計画（合わせ
て「更新再建計画」と称す）を一括して制定でき
る。図 3 を参考にしていただきたい。

4．権利変換制度：権利変換は更新事業計画を
実施する方式の一つである。更新単元内の更新
部分の土地所有者、合法建築物の所有者、其の
他の権利人あるいは実施者が、土地、建物、そ
の他の権利もしくは資金を提供した場合、都市
更新事業に参加またはこれを実施して、更新事
業が完了した後、その更新前の権利価値と提供
された資金の割合に基づき、更新後の建物と土
地もしくは権利金を応分に分配されることを指
す
20）
。立体化した市地重劃（区画整理）や法制化

された合同建築（等価交換）と類似している。
権利変換計画の起草、審議、縦覧、査定及び実
施の発布などの過程が全て公開されなければな
らないため、権利変換前と更新後の権利価値の
調査評定には、更新会が 3 社以上の専門の見積
り業者に委託してこれにあたらなければならな
い
21）
。もし所有権者がその権利価値に対し異議が

ある場合、権利変換計画書の正式な公布後 2 カ
月以内に、各級主管官庁に異議を申し立てるこ
とができる。さらに、再審査の結果に対しても
不服であれば、一定の行政救済措置がとられ
る
22）
。よって、権利変換制度は、社区内の権利人

の財産権、建築物及び土地の分配を処理する一
種の方式であるとみなされている。

5．税金の減免：更新社区内の土地権利関係者
の更新事業への参加意欲を高めるため、また、
都市更新事業組織や土地信託組織を都市更新事
業に引き寄せてこれに参加させるため、「都市
更新条例」は具体的な税金優遇措置を定めてい
る。「更新期間に土地を使用することができな
いものは、地価税を免除する。土地を継続し
て使用しうるものは、半額を免税とする」「更
新後の地価税及び家屋税は 2 年間半額免除す
る」「権利変換によって取得した土地及び建築
物は、更新後初回の移転時に土地増値税及び不
動産契約税の 4 割を減税する」「都市更新事業
組織が都市更新事業に投資すると、その投資総
額の 2 割の範囲内で、都市更新事業計画の完成
年度に支払うべき営業税額を減じる」などが含
まれる

23）
。

「容積緩和」「容積移転」「不動産証券化」など
「都市更新条例」において強調されている特色は
［立法院 1998b］、921 震災の復興過程ではまだ顕
著に現れなかった。容積緩和が都市総容積の統御
機能を阻害するのではないかという点に関しは、
台北市のごく少数の繁華街地区にある社区を除い
て、その他再建を行った社区では、逆に容積の縮
減を選択して住民の生活の質を高めようとした。

3　都市更新条例方式の再建に影響を及
ぼす要因

社区の更新型再建に影響を与えると考えられる
要因は数多い。おおまかに 3 種類に分類される。
一つは震災前の固有の現象で、二つ目は内部要
因、そして三つ目に外部要因が挙げられる。これ
らの要因はそれぞれ独立して成り立たず、相互に

集合住宅の土地を更新
地区として確定し、更新

単元に指定

都市更新事業計画と
権利変換計画
一括制定と申請
審査を経て実施の旨

公表

計画の執行及び
成果の審査と評価

独自で都市更新会
を組織

都市更新事業組織
に委託

図 3　921 地震後の復興に適用された都市更新プロセス
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関連し、影響を与えあっている。おそらく一つの
問題が根本原因となるのではなく、その他の諸問
題が未解決であるため、ある点が解決したとして
も再度問題化するのだと思われる。

3─1　震災前の固有現象
震災前の固有現象とは、震災が発生する前に既

にあった現象のことを指す。つまり、（1）震災前の
社区組織、（2）社区の用途と建築形態などがある。

（1）震災前の社区組織
震災前の社区内の関係を更新型再建の力へと転

化させることは、必ず直面する重要なポイントで
ある。震災前に社区に組織があり、かつ組織が健
全であった場合、社区内の結束力が高いことが多
く、再建の始動も相対的に容易となる。しかし、
社区に組織がない、もしくは組織がしっかりして
おらず、内部対立が絶えないような場合は、再建
にあたる際の難易度も増し、社区外部からの支援
を受ける必要が生じる。社区外部からの支援と
は、その社区が存在する村の村長や里長、あるい
は社区発展協会の幹部、再建企画・計画グループ
などを指す。そして、たとえ外部の力があったと
しても、内部に呼応する者がいなければ、その
後の継続発展も同様に楽観視できないものとな
る。「都市更新条例」「九二一条例」、及び地震直
後に政府が承諾した再建計画企画費の補助に依拠
し、社区が更新プロセスに沿って更新会を組織す
るならば、手続きはさほど難しくなく、全く障
害がなかったとも言える。そうであったにもかか
わらず、一方で、震災後に更新会を組織する人
がいない、あるいは組織はできたが登記が未完で
あった社区は 13 あり、被災した集合住宅の総数
の 10.15％を占める。

（2）社区の用途と建築形態
社区の用途と建築形態が複雑であればあるほ

ど、その財産権と所有権者間の関係もそれだけ複
雑となり、再建の難易度もより高くなる。そのう
ち多目的利用の社区の再建が最も難しく、その次
は商店と住居が混在する社区である。純粋に住宅
のみの社区は再建が比較的容易である。

多目的利用の社区
24）
は、政府が都市計画における

公共施設用地での建設を加速させるために、民間
の投資によって施設を建設させ、公共施設用地の
多目的利用を促進させた時代の産物である。同じ
敷地に小売店街や、ショッピングセンター、駐車
場、住宅など多種用途の部分が出現し、その最大
の特徴は所有権者が多く、かつそれぞれの所有権
者の財産権の割合が小さいという点にある。地震
で被害を受けた多目的利用の社区は、もとどおり
の多目的使用形態の再建でなければ、都市計画の
変更手続きを通じて公共施設用地の変更を申請し
なければならない。もと通りの再建であっても用
途を変更する形であっても、どちらにせよ難易度
は高くなる。

社区内に住宅と商業施設とが並存する状況は、
台湾の都市環境としては普遍的に見られる。もし
該当する商業施設の財産権形態が単一か、もしく
は少数に集中しているのであれば、再建の際にあ
まり問題とならない。もし、その土地建物の財産
権が分割移転を経て、多くの人に帰するものと
なっておれば、所有権者が多くなり、結果として
各所有権者の財産権の割合は小さくなってしま
う。例えば、多数の小売店や賃貸用住宅に分割さ
れていると、再建の難易度は相対的に高くなる。

純粋に住宅のみに使用しているものに関して
は、もし一つの敷地に一棟の建物しかなければ、
複数の建築物を有するものよりも再建の難易度は
低くなる。そして、同一の敷地にある全ての建築
物が倒壊していれば、部分的にしか倒壊していな
いところよりも難易度が低くなる。複数の建築物
を有する敷地内で部分的にしか被災していなくて
も、更新手続きに則って再建にあたらねばなら
ず、その敷地上の他の建築物の所有権者もまた更
新会会員となる必要がある。実際にあったケース
をみてみると、倒壊していない建築物の所有権者
が被災した建築物の更新条例方式の再建に反対の
意を表し、最終的には被災した建築物は撤去さ
れ、残留したその建物の公共施設部分を、損壊し
なかった建築物の所有権者が無償で利用できる空
間として使用することとなった例がある。よっ
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て、2003 年 1 月 29 日に「都市更新条例」修正に
おいて加えられた第 22─1 条では、計算の基礎
を、被災した建築物の個別の所有権者の人数、所
有権及びその敷地の所有権の応分部分とし、それ
ぞれ同意の割合を計算し、他の建築物の所有権者
による影響を取り除いた。しかしながら、同じ敷
地上にある被災していない建築物の所有権者との
共有部分が倒壊した建物内部にある場合、倒壊し
た建築物は必ず「その他の棟の建築物の区分所有
者の区分所有権とその敷地の応分の所有権部分を
変更しない」という条件のもと再建されなければ
ならないため、難易度は非常に高く、再建に取り
組みにくくなる。

3─2　内部要因
震災前の社区組織及び結束力が、震災後の社区

再建の始動に大きな影響を与える。しかしなが
ら、再建着手が可能となり更新会の登記を終えて
いる社区が必ずしも順調に再建を完成させられる
わけではない。震災後、94 もの社区が更新会を
正式に成立させているが、そのうち再建に成功し
たものは 69 しかない。社区が再建に成功できる
かどうかに関わる内部要因としては、少なくとも

（1）更新会の運営、（2）専門家との連携と相互作
用、（3）分配参加者の撤退、（4）反対者のいやが
らせ、がある。

（1）更新会の運営
更新会会員は更新単元範囲内の所有権者で組織

され、理事と監事は会員の互選で決まり、理事長
は理事によって選出され、更新会のリーダーとな
る。会員総会は更新会の最高権力機関である。理
事会は会員総会の決議、更新再建計画の設計立案
と執行に責任を負う。理事会は、しばしば総幹事
を招聘して理事長を補佐させ、更新会の健全な運
営に寄与させる。

多くの更新会の指導者は必ずしも更新事務の専
門家ではなく、また、多くの会員は自身の利益に
かかわる事柄を除いて、定例の実務の遂行に関し
ては冷ややかに傍観し、沈黙を維持するという状
態に陥っている。よって、更新会の指導者がいか

に有効に専門家グループと協力し、外に対しては
競って資源を入手し、内に対しては折衝して会員
の意見を調整することができるかということが重
要になってくる。先行研究では以下の諸点が指摘
されている。（1）社区住民と地方の有力者との関
係及びその社会的経済的地位が、震災後の再建に
役立つ［陳俐蓉 2003］。（2）指導者の人格が比較
的真面目であり、親しみやすく開放的であれば、
社区内の共通認識の程度を高めるのに非常に有効
となる。（3）女性指導者が社区再建を完成させる
進度は、男性指導者による場合よりも優れてい
る。（4）指導者の学歴と年齢は再建の進度とはあ
まり関係がない［曾志雄 2005］。（5）社区のもと
あった戸数の多さとリーダーの人格は再建の速度
に影響しない。かえって、実際に再建に参加した
戸数が多いほど、社区再建の速度は速くなる［呉
杰穎及び曾志雄 2006］。これらの結論にはそれぞ
れ論拠があるが、結論はどれも特定の社区及び特
定地区での訪問調査とアンケート調査に基づいて
おり、実際に再建に参加し、かつ総合的な観察に
よったものとは若干の違いがある。例えば、医師
や教師の会員が多数いる社区では再建速度は速く
なく、逆に緩慢であった。また、住民全戸が再建
に参加している社区でも、再建進度が緩慢である
場合もあった。さらに、女性がリーダーを務めた
社区だからといって、男性が指導する社区よりも
必ず再建速度が速いというわけではなかった。社
区と地方の有力人の関係に至っては、それを適切
に利用すれば、例えば部門間の衝突の協調を協力
依頼するなど、確実に再建の助けになる。また、
適切に利用できなければ、逆に異分子に打撃を与
え、士気に影響を及ぼす共犯者となってしまう。
リーダーの人格は明らかに社区の対内、対外両面
への折衝、協調能力に関係するが、リーダーの人
格が更新会の運営に影響する唯一の原因ではな
い。同様に、更新会の運営も更新再建事業の成功
失敗に関係する唯一の要因ではない。一歩踏み込
んで観察すると、自力更新再建で再建を達成させ
た 69 の社区のうち、女性が指導したものは 28 で
あり、その割合は 40.58％にのぼり、総幹事が女
性であったものを加えると、その総数は 40 とな
り、57.97％にあたる。女性が社区を主導し、ま
たは女性が協力して主導して更新条例方式の再建
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が行われたことは、921 地震後の社区再建の一つ
の大きな特色であったといえよう。このことは議
論に値するものである。

（2）専門家との連携及び相互作用
更新条例方式の再建へのプロセスは、多くの専

門的な事項と関わる。例えば、事業概要や更新再
建計画の作成などがある。他にも更新会の設立、
公聴会、会員総会の召集及び計画の報告などを含
む、処理すべき多くの煩雑な手続きがある。これ
らの事項と手続きは一般の更新会が独自で処理で
きるものではなく、専門家の協力なしでは順調に
進まないものである。そこで、連携が不可欠とな
る専門家は少なくとも以下のものが挙げられる。

（1）建築物の設計と監督を行う建築士及び構造・
土木技師、（2）更新再建計画の作成に協力する企
画・計画グループ、（3）権利価値を調査し評定す
る見積り業者、（4）再建工事を請け負う建設会
社、（5）財産権移転の登記及び補償金の給付手続
きを行う地政士（土地登記専門代理人）、（6）財
務報告書を照合の上署名裏書し、更新会の解散及
び清算手続きを行う会計士、（7）法律相談業務を
提供し、法律訴訟を代行する弁護士。

専門家は更新会から委託を受ける方式で、委任
事項の処理に協力するため、更新会との相互やり
とりが最も頻繁で、関係も緊密である。被災後の
再建であるため、しばしば専門家は市場価格より
も低い報酬で、ときには無償受託の方式で更新会
と委託契約を結んだ。しかし、有償であろうが無
償であろうが、契約者双方は報酬の給付のみの関
係で論断すべきでない。ややもすれば契約で定め
た委任範囲が新しく加わった仕事を含むかどうか
で争いが絶えないようなことを避けるべきで、相
互にパートナーシップに基づいて仕事をするべき
であろう。その上、更新会指導者と会員は、普通
は更新再建にかかわる専門知識を身につけていな
いため、委託を受けた専門家は根気強くリードし
なければならない。さらに、専門知識を通俗的で
わかりやすい単語に変え、双方の認識のズレによ
り対立を生むことを避けなければならない。例え
ば、会員の権益に甚だしく関わるような、権利価
値の調査見積り、評定、権利移転の分配、差額代

金の計算等がこれにあたる。さらに重要なのは、
権利価値の評定や再建工事の請負などの例に見ら
れるように、更新再建がしばしば莫大な利益と関
係するということである。更新会幹部、指導者と
専門家はそれぞれ身分をわきまえて、リベートの
受け渡しなどの不当な関係を回避しなければなら
ない。不正な利益のやりとりは一旦発覚し、問い
質されるようなことがあれば、通常、再建の進度
は停滞し、さらには訴訟を引き起こす可能性もあ
る。観察によって明らかなことは、社区内部の制
約の強さは外部の監督や管理よりも有効であると
いうことである。専門家は玉石混淆となることは
免れにくいため、更新会が協力してくれる専門家
を探す際は、専門家の質に注意し、過去の業務実
績を把握し、公開選抜し、実際に訪問してみるこ
とが必要である。委託契約の署名の際には、解約
条項を必ず盛り込んでおくべきである。

（3）分配参加者の撤退
震災後間もなくして、更新条例方式の再建政策

案が提議された。しかしながら、実際に、再建
事業が推し進められ、効果的な対策が提示され
るまでにはさらに約 1～2 年の時間を要した。さ
らに、「優待貸付の

25）
対象をもとの地で再建する者

に限らない」、「悲しいことのあった地に留まって
いたくない」、「再建費用を負担する能力がない」
などの諸要因により、一部の所有権者が再建後の
土地建物の分配を受けようとしない状況が生まれ
た。そのうち、土地建物へ投資する者も少なくな
く、土地価格の不動産価格に占める割合が相対的
に低いことを考え、優待ローンを利用して別に家
屋を購入するほうを選んだ。分配参加者の撤退現
象においては、一方では、更新再建にかかる時間
の長さと再建成功の可能性の高さとの間で相関関
係がみられるが、一方では不動産景気とも関係し
ている。いったん撤退者が増加すると、社区内部
が不安に苛まれ、話し合って調整するのに多くの
時間を要し、再建にかかる時間が引き延ばされ、
再建成功の可能性は低くなる。そして、そのこと
がより多くの撤退者を生むという悪循環に陥って
しまう。逆に、良性の循環を生むこともあり、そ
の場合、逆戻りして分配に参加する者がますます
多くなる。
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（4）反対者の嫌がらせ
分配に参加しないことを選択した人々は、2 種

類に分けられる。一つは、社区の再建を楽観視し
たグループであり、更新事業計画に無条件で同意
してしまった

26）
。もう一つは社区の再建に反対し、

更新事業計画に同意しなかったグループである。
反対者は実際には再建阻止の成功により利益を得
られなかったが、反対することによって社区再建
を失敗に陥らせ、本人とその他の所有権者の権益
に損失を生じさせることにつながった。しかし、
分配に参加する者が同時に反対者でもあったとい
う情況が生まれている。震災前の社区関係がよく
なかったことが原因で反対者が出る場合もある
し、更新会の結成準備や運営プロセスに関して異
議があったことで反対者が出現することもある。
そのうち、大多数は権利価値の調査評定結果、或
いは分配または補償されるべき権利価値に議論が
集中した。一部は手順や法令の解釈において異議
を唱えた。震災後、更新条例方式の再建プロセス
に異議があるということで、地方主管官庁に対し
て提出された行政訴訟は 3 件あり、それら反対者
は裁判所で全て敗訴の判決を下された。しかしな
がら、より多くの反対者は司法手順に従った最終
判決を求めず、各所に陳述書を送り付け、更新会
や専門家、行政当局を困らせた。反対者は高学歴
である者が多く、政府で仕事をした経験がある、
あるいは地方の有力者や議員らとの関係が良好で
あることを自負する者が多い。

3─3　外部要因
社区の更新再建に影響を及ぼす外部要因には、

景気など再建政策で制御できない要因を除き、
（1）外部の協力、（2）更新再建経費の調達、など
がある。

（1）外部の協力
「都市更新条例」が 1998 年 11 月に制定され、

関係法令が 1999 年 3 月末以降に立て続けに公布
された。台北市政府を除いては、その他県市の主
管官庁は都市更新の経験がなかった。法令や規定
に慣れない被災者はなおさらであった。社区単独
で法令を処理することは不可能であり、専門家に

対する大きな需要が突如生じたことにより指導力
のある専門家の数が足らなくなるという状況の
下、地方主管官庁と被災者の政策や法令に対する
認識をいかにして高め、建築計画、都市計画及び
地政関連事務等の領域の既存の専門家をどのよう
に養成して更新再建の手助けをさせるかは、非常
に重要な問題であった。震災後、政府の施策と民
間の協力の甲斐あって、講習訓練、模範見学、専
門家派遣、社区交流及び計画費用の補助などを切
り口に、被災社区をサポートして再建事業開始に
至らしめたのである。これらは後に続く更新再建
作業の推進に大いに貢献したといえる。

（2）更新再建経費の調達
所謂「更新再建経費」とは再建後の土地建物分

配者が負担して納付すべき金額から回収できる金
額を差し引いた金額を指し、図 4 のとおり、「参
加分配者が負担すべき更新再建経費」と「更新会
が負担すべき更新再建経費」とに二分される。権
利変換方式の実施によって都市更新にあたる際、
権利移転の範囲内にあるもとの土地及合法建築物
の所有権者には、分配参加を選択する者もいる
が、中にはそれを希望しないか、あるいは、分配
対象の土地建物が最小分配面積に達しないために
分配に参加できない者もいる（以下、「分配参加
不能者」とする）。参加分配を希望しない者と分
配参加不能者は、規定に従い、現金で補償され、
補償金給付の後に、更新会が地方主管官庁に書類
を揃えて送付し、該当する登記機関に依頼して所
有権移転の登記を行ってもらう

27）
。よって、更新後

の土地及建築物配分者はもとの所有権者と更新会
となる。もしもとの所有権者で、土地配分に参加
しない、もしくは参加できなかった人がいた場合
は、分配に参加した所有権者は、各自負担すべき
更新経費以外に、分配に参加しなかった人々に給
付しなければならない補償金と彼らが本来負担す
べきであった更新費用を共同で引受けなければな
らない

28）
。説明し易くするために、前者を「分配参

加者が負担すべき再建経費」と呼び、後者をまと
めて「更新会が負担すべき再建経費」と呼ぶこと
にする。

更新再建経費は再建過程において、分配不参加
者と再建工事を引き受けた建設業者などの事業者
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に次々と支払っていかなければならないため、そ
の性質は建設会社または開発会社が土地を購入し
て建物を建築する資金と似ている。もし、都市更
新事業組織に更新計画の実施を委託すれば、更新
再建経費は全て実施者と分配参加者による協議で
決定することとなる。逆に、自力で更新再建にあ
たると、経費の調達は建設会社や開発会社が土地
購入と建築の資金を調達するのと同じで、遅くと
も再建工事の開始前までに確認しなければならな
い。さもなければ、制定された更新再建計画は反
故となってしまう。最も理想的なのは、もちろん
もとの所有権者が全員分配に参加し、かつ予め負
担すべき更新再建経費を準備できる場合である。
さもなければ、金融機関から融資を受ける必要が
ある。更新会は社区の所有権者が法に基づいて組
織した法人組織であるが、融資を得るために担保
として抵当に入れ得るものをもたない。更新会名
義で融資を受けるには、分配参加者の同意が必要
である。同時に、（1）分配参加者がその分配され
た土地を担保に入れ、銀行から融資金を得ること
に同意している、（2）融資資格が適格で、更新再
建経費と審査で定められた融資限度額との差額を
用意する意思と能力がある、（3）融資資格が不適
格の場合、負担すべき更新再建経費を事前に用意
できる、（4）再建工事を引き受けた建設業者が工
事費用の支払い条件を緩和する意思がある、とい
う条件を満たしていなければならない。もし、こ
のうち 1 項目でも満たしていなければ財源の調達
は困難となる。

4　政府の施策と民間協力の比較

以上の分析を通し、社区が社区関係の内部要因
を克服した後に、「外部の協力」及び「更新再建
経費の調達」という要素が社区再建を成功させる
かどうかの鍵となることがわかる。そこで、再建
過程の政府の施策と民間の動きを観察することを
通じて、外部要因の影響についての答えを探って
みよう。政府の施策と民間の側から推進する協力
メカニズムをもつ 921 基金会では、社区が更新再
建を起動するための支援については大同小異で
あったが、更新会の更新再建費用調達の協力と後
続の執行段階での協力においてはその作用が全く
異なっていた。よって、本論では社区再建起動へ
のサポート、更新再建経費の調達と更新再建計画
の執行という三つの側面から、政府施策と民間協
力の違いを比較し、結論を最後に表 1 に示してみ
たので、参考にしていただきたい。

4─1　再建の開始
更新再建の始動段階において、政府と 921 基金

会は「講習訓練」、「更新再建作業手帳の編集」、
そして「社区更新再建に関わる行政及び計画費の
補助」等の対策を通じて、被災者に「都市更新条
例」及び更新条例に基づく再建の作業手順を理解
させるとともに、更新会にかかる負担を軽減し
た。民間の協力体制が比較的整っていたので、社
区の再建開始や後続支援を行う際に、多くは民間
の協力を得ることができた。「社区更新再建に関
わる行政及び計画費の補助」を例に挙げると、政
府が提供した支援方針は民間より早かったが、
自力で更新を成し遂げた 94 の社区のうち、行政
及び更新再建計画費を民間から調達したものは計
81 あり、86.17％となる。一方、政府の補助を受
けたものは 13 で、13.83％となる。

このような差は、政府と民間がそれぞれに取り
決めた補助項目、対象及び基準に違いがあったた
めに生じたわけではない。921 基金会が推し進め
た「被災集合住宅（社区）更新再建支援プラン」
の下に民間協力を統合し、「明確な支援基準と資

土地及建築物の
分配参加者

分配不参加者
分配参加不能者

更新会
土地及建築物

更新単元
土地及び合法建
築物の所有権者

分配参加者が
負担すべき更新再建経費

更新会
（補償金給付+分配不参加
者或いは分配参加不能者が
負担すべき再建費＝）

が負担すべき更新再建経費
所有権移転登記

図 4　更新再建経費の負担について
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金給付期日の規定」及び「支援金審査給付効率の
高さ」などの特徴を備えていたほか、講習カリ
キュラム、交流座談会、専門家派遣、そして社区
懇談会などの行事をセットで提供し、さらに理解
しづらい法令や規定、そして再建に必須となる書
類に関する問答集（Q&A）を編纂して、「九二一
震災後社区更新再建手帳」を出版し、更新会とそ
の会員に配布したのである［謝志誠 2000］。相対
的に、政府の施策は異なる部署において分散して
執行されたため、整合性に欠けていた。

4─2　更新再建経費の調達
更新再建を自力で行うものにとっての最大の難

関は、その費用の調達にある。政府が提供した措
置とは、まず社区が市場メカニズムを通じて金融
機構に融資の申し込みをするよう指導することを
主とし、次に信用保証を行ったことである。政府
は更新会と分配参加者にそれぞれ必要とする再建
経費の貸付を銀行に申請させ、公設の財団法人中
小企業信用保証基金に信用保証を提供させた

29）
。

融資の後盾に 100％の信用保証があり、かつ信用
保証が肩代わりする範囲が、貸付金元金、滞納利
息、超過期限分利息、及び訴訟費用を含んでお
り、全く安全で心配がなかったにもかかわらず、
自力で更新再建を達成させた 69 の社区のうち、
金融機構の融資を受けて経費を調達したものは僅
かに 7 だけであり、全体の 10.14％であった。

「分配参加者が融資を受けることができない」
という問題を解決するために、政府は「社区重建

［＝再建］更新基金」
30）
における「投資融資」の運

用の項目において、「更新貸付」
31）
［行政院九二一震

災災後重建推動委員会 2001］を企画した。更新
単元内の分配参加者は、更新会が「社区重建更新
基金」に委任した金融機関を通じて無利息の貸付
けを申請でき、その戸別の最高限度は 180 万元で
あった。更新会が負担しなければならない更新再
建経費に至っては、やはり更新会が金融機関に融
資を願い貸付を受け、信用保証基金によって信用
を保証されなければならなかった。更新会に至っ
ては、建築経理会社に工事進捗状況の調査や、建
築管理、継続建築ならびに不動産清算処分などに
必要な経費に関わる業務を委託すると、図 5 のよ
うに「社区重建更新基金」から補助を受けること
ができた。

表面上、「更新貸付」は一部の問題を解決する
ことができる。しかし、鍵となる「更新会が負担
すべき更新再建経費」調達の問題が未解決であ
り、さらに「更新貸付」の対象が分配に参加し、
なおかつ優待ローンに未申請である者に限られ、
その融資限度額が 180 万元であって、「更新貸付
金」は全額回収されなければならず、リスク負担
の方法が規範化されていなかった

32）
。政府の提供す

る「更新貸付」と、それに対する社区の期待が食
い違い、さらに積極的に協力しようとする金融機
関もなく、補助金を申請しにくる社区も全くな
く、編成された予算は、最終的には 921 基金会が
政府に代わって予算執行することとなった。表面
上は、これは政府と民間とのパートナーシップ

（Government-NGO partnership）によって達成さ
れた合意事項とされるが、実際には、政府が為す
べきことを、政府が引き下がったがゆえに、基金
会がやむを得ず引き受け手となった、代替プラン
であった。

921 基金会は社区における更新再建経費のニー
ズに焦点を合わせ、2001 年 4 月に「臨門方案［＝
プラン］」を推し進めた。これは政府との相互補
完を原則としており、「更新貸付」のうち配慮さ
れていなかった部分を優先的に処理した。つま
り、（1）更新会に融資貸付けを行い、その負担す
べき更新再建経費の問題を解決する。（2）土地建
物分配参加者に融資貸付けを行い、その負担すべ
き更新再建経費と「更新貸付」上限額 180 万元と

建築経理会社 信 用 保 証

信 用 保 証

更
新
会

金
融
機
関

金
融
機
関

社
区
再
建
更
新
基
金

更
新
会

更新単元
分配参加者が
負担すべき
更新再建経費

更新会が
負担すべき
更新再建経費

図 5　政府が提供した「更新貸付」
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の差額を解決する（いわゆる自己資金）、という
ことである。
「臨門方案」と政府の「更新貸付」とを相互補

完させようとする構想は、半年間の試行期間のう
ちに、「更新貸付」がうまく回らないことで、や
はり失敗に帰した。これを受けて、2002 年 1 月
に、921 基金会は「臨門方案作業要点」を改訂し
た。つまり、分配参加者が過半数を超えさえすれ
ば支援融資の申請を行うことができ、社区が必要
とする更新再建経費を一度に更新会及び分配参加
者に貸付け（「支援金」と称される）、更新会及び
分配参加者との間で「臨門契約」を結ぶというも
のである。支援金は補助金ではなく、一種の運転
資金のようなものである。よって、「臨門契約」
を通して、分配参加者には、社区再建完了後、財
産権を取得した後金融機関に担保融資を要請し

［謝志誠等 2009］、それを 921 基金会に返済する
ことを約束させた。もし期限を超えるか、事前に
融資返済の断念を声明した場合は、法令が規定す
る手続きに従い、分配不参加者の例にならい、更
新会が補償金を給付し、その分配された土地及び
建築物の財産権を取得する。そして、補償金を給
付したことで増加した支援金についても、921 基
金会が追加で提供した。分配に参加しない、或い
は参加できなかったため移転登録して更新会のも
のとなった財産に関しては、更新会が自ら売却す
ることとし、売れなかった部分は 921 基金会に移
転することとなった。図 6 のように、更新会が自
ら売却した部分については、売買価格は原価より
も低くなってはならず、原価を超えて得られた利
益は更新会に帰属する。

921 基金会は、分配に参加した者と更新会に提
供した支援金の 80％相当部分を「再建融資」と
称して無利子とし、残りの 20％を「自己資金融
資」として年利率 1％、利息期間は最長 6 カ月と
した。震災後、69 の自力再建方式で再建を達成
した社区のうち、民間協力による「臨門方案」に
基いて都市再建経費を調達した社区は 62 にのぼ
り、全体の 89.86％となる。

4─3　更新再建計画の執行
政府の「更新貸付」予算が委託方式に変わった

ことから、921 基金会は「臨門方案」に従って計
画を執行することとなった。よって、更新再建
計画を執行する段階の協力も、ほとんどが民間か
ら提供された。921 基金会は「臨門方案」を通し
て支援金を提供したほか、921 基金会、更新会、
ならびに法に基づき職責を果たす様々な領域の専
門家たちとの間で、権限と責任の所在を明確にし
た、分業に基づく協力の場を構築した（図 7）。
そして、建築経理会社と管理銀行

33）
に委託して建

設、財産権、資金、ならびに契約の管理を代行さ
せ、なおかつ交流座談会、専門家派遣や社区懇談
会の継続的開催など一連の協力とサポート施策を
提供し、さらには、権利変換の評価見積、補償金
の給付、財産権の移転、融資の返済、口座の管理
と税務申告などのさらなるニーズに対しては、研
修会を開き、「921 災後更新重建権利変換産権移
転曁現金補償作業手冊」［財団法人 921 震災重建
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更新会
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（臨門方案）
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支
援
金

未売却

売却

図 6　「臨門方案」による融資支援
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図 7　「臨門方案」による協力支援の構図
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基金会 2003］を編纂し、出版するなどしている。

5　結論及び建議

128 の被災集合住宅社区のとった再建方式を見
ると（図 2）、内部のコンセンサスと外部の協力
を同時に得ることができたために社区をもとの姿
のまま再建することができたものはたったの五つ
しかなく、全体の 3.91％にあたる。これと対比す
ると、更新再建方式をとった社区の数は 105 で、
全体の 82.03％となり、この数字は集合住宅社区
の再建の難しさを明示している。そのうち、都
市更新事業組織に実施主体として再建を委託し
た 11 の社区のうち、台北市内の三つの社区を除
く残り八つの社区では、もとの所有権者が土地建
物の分配に参加した比率はいずれも 50％よりも
低く、10％に満たない社区すらあった。このよう
に「臨門方案」の支援基準に達しない社区は、代
わりに建設会社または開発会社に支援を要請し、

「土地売却」同然の形で開発業者に再建を依頼し
た。実際、社区内部の複雑度と投資価値こそが、
建設会社や開発会社が再建主体となることを引き
受けるかどうかの最大のポイントとなってくる。

自力再建を目指した 94 の社区で、更新再建計画
を制定し、地方の主管官庁の審議に付され、裁定
の結果実施者が公表された者は、79 社区であっ
たが、計画に依拠して再建を成功させたものはそ
のうち 69 である

34）
。実施計画が既に公表され、「臨

門方案」の同意と支援が得られはしたが、分配参
加者がどんどん撤退していったことから計画が中
止となってしまった社区は四つあり、再建計画を
既に執行させたにもかかわらず、更新会と再建工
事を請け負った建設会社が対立したことにより中
止となった社区は一つある。これらの状況は、更
新会の成立は再建への第一歩にすぎず、必ずしも
再建にむけての社区の準備が整ったことを意味す
るわけではないということを示している。

結論から見れば、集合住宅社区を範囲とする更
新条例方式の再建モデルは、震災後の総合的な面
的復興を視野に入れた政府案と比べると落差はあ
るが、「都市更新条例」に準じた更新再建案の提
議は、「九二一条例」の更新手続き簡略化と併せ
て実行することで、確実に被災社区の同意を得る
ことができた。94 の社区の事務費と更新再建計
画費の補助の来源や、再建を完遂した 69 の社区
が調達した都市更新費の来源を見てみると、民間

表 1　政府施策と民間協力の比較

項目 政府施策 民間協力 備考

再建の起動

□更新会事務費・更新再建計画費の
補助。

□講習、模範見学、指導団の結成及
び作業手帳の出版。

被災集合住宅（社区）の更新再建支
援プラン：
□更新会事務費・更新再建計画費の
補助。
□講習、交流座談会、専門家派遣、
社区懇談会及び作業手帳の出版。

政府の補助を受けた社区は13あり、
全体の 13.83％を占める。民間の補助
を受けた社区は 81 で、86.17％であ
る。

更新再建費の調達

更新貸付：
□分配参加者は上限を 180 万元とす
る。
□更新会は自ら貸付を申請する。
□抵当権の設定。
□返済保証が得られない場合、リス
ク分担方法は規範化されていない。

臨門方案：
□権利変換計画に記載のある更新再
建経費は全て提供。
□抵当権設定無し。
□返済保証が得られない場合、リス
クは 921 基金会が負担。

政府予算 30 億元の執行率は 0％、
921 基金会に執行を委託。協力して
63 の社区に支援金、計 81 億 5,132 万
4,437 元を給付。

更新再建計画の執行

行政部門が法に基づき、行政が為す
べき支援と協力を実施。

臨門方案：
□権限と責任の所在を明らかにし、
専門家との協力分業の場を構築。
□建築経理会社と管理銀行に委託し
て建設、財産権、資金と契約の代行
管理を行う。
□支援及びサポート事業を提供。
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協力が政府施策よりも優れていたことがわかる。
民間協力の内容と特色は、以下のとおりである。

1．支援施策の完備：更新会の事務費及び更新
再建計画企画費を支援し、社区の負担を低減
させ、さらに、講習カリキュラム、交流座談
会、専門家派遣、社区懇談会の開催、そして

「九二一震災後社区更新再建手帳」と「九二一
震災後更新再建権利変換産権移転及現金補償作
業手帳」の出版などを通じて、更新再建にあた
る能力を高めた。

2．誠意に基づく融資支援原則：誠意に立脚し
た、道徳的な融資支援が原則であり、更新会及
び分配参加者にいかなる担保も一定額の保証金
をも求めなかった。にもかかわらず、提供され
た貸付金は社区再建が完了した後に全て回収さ
れ、融資の返済を拒否する更新会も分配参加者
も皆無であった。

3．社区連携の場の構築：集合住宅社区間には
お互いに極めて似通った記憶やめぐり合わせが
あったため、「臨門」は再建された社区が共有
するアイデンティティを示すキーワードとなっ
た。「臨門家族」という意識が無意識のうちに
形成され、互いを番号で呼称するようになった

［張蒼松 2009］。どの社区も着工式や竣工式を
開催する際に他の社区を招待するため、社区同
士の友好交流の場が出来上がった。社区間の交
流は徐々に小さな区域の中から発展してゆき、
全区域を網羅する「臨門家族」の連携と、親睦
活動へと広がるに至った。そして、「臨門家族
通訊」の発行によって、社区のニュースを伝え
る伝達パイプラインが出来上がった。

4．社区を主体とした協力体制の構築：社区の
「自主再建」尊重の原則により、更新会が専門
家の選抜と委任を主導した。そして 921 基金
会、更新会、及び法に基づいて活動を行う専門
家たちは、権限と責任の所在を明確にした分業
による支援体制を構築し、建築経理会社と管理
銀行に委託して建設、財産権、資金ならびに契
約の管理を代行してもらった。

5．衝突の折衝と仲裁者としての役割：921 基
金会は民間組織であり公権力を持たないが、災
害後の再建過程で蓄積された信用に基づき、専
門家間、専門家と更新会間、更新会と会員間、
更新会と地方政府間などで紛糾が生じた際、折
衝し、仲裁する役割を担った。例えば、921 基
金会が更新会から貸付支援の申請を受理する
際、権利価値の見積りと評定に関しては、更新
会が委託する三つの見積り業者以外にもう一つ
の業者に委託し、また、更新会が再建計画を地
方主管官庁に送付し、それを審議してもらう前
に、921 基金会は計画の質、計画の実行性を高
め、地方主管機関の負担を減じるために、専門
機関に委託して予備審査を行った。

このように、民間協力には政府の施策よりも優
れた点があった。しかし、全く再建復興の経験が
ない中での民間協力が、模索、学習、妥協、修正
などの試行錯誤をくり返したことは否めない。問
題解決に向けて蓄積された経験にもとづき、協力
プロセスを顧みると、確かに反省と検討を要すべ
き点がいくつかあり、列挙すると以下のようにな
る。

1．更新会が提供する社区参加メカニズムが充
分に発揮されていない：台湾では 1994 年から、
社区総体営造（まちづくり）の理念が推し進め
られ始め、さらに、マンションやビル等の管理
やメンテナンスを強化することで、居住の品質
を高めることを目的とした「公寓大廈管理条例

（マンション・ビル等管理条例）」も 1995 年に
制定公布された。しかしながら、新たに始まっ
た社区総体営造の理念は、すぐには集合住宅社
区に深く浸透することができなかった。「再建
を加速せよ」という圧力がかかったため、更新
会が提供する社区参加メカニズムは完全には形
成されることはなかった。このような社区に寡
頭的な指導者が多く出たが、揉め事もなく再建
を順調に進めることができた。しかしながら、
社区の主体が充分に参加できていないことか
ら、再建後の社区に結集力が培われるかどうか
という点で不安が残る。よって、さらに一歩進
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んだ観察が必要となるだろう。

2．被災者が完全に免責されることにより生じ
る問題点：921 基金会は「臨門法案」の支援を
申請する分配参加者に一定額の保証金や自己資
金を要求するのは不適当と考え、加えて、「臨
門契約」では分配参加者が分配を放棄した際に
定めた罰則を実施することが難しかったため、
もともと分配参加を承諾していた者が責任を
とることなく分配を放棄してしまうという状況
が見られ、全体の分配参加者が初期に 81.14％
あったものから 70.50％まで下落し、分配を放
棄した単元数は 625 から 977 に増加した。ま
た、申請段階の書類偽造行為も排除できない。
幸いなことに不動産景気が回復したため、更新
会に移転登記された財産は順調に売却され、最
後まで売れ残った単元数は 215 にまで下がり、
再建単元数の 6.49％であった（「空家率」と称
される）。このほか、支援貸付の利息が必要な
のは僅か全体の 20％部分で、年間利子は 1％で
あり、且利息期間は最長 6 カ月であったため、
921 基金会への支援貸付金の返済が、長引くと
いう状況が見られた。

3．政府と民間とのパートナーシップ失調の後
遺症：自力更新再建を行った社区の事例が多
く、その更新再建経費の調達が主に民間からの
協力で成り立っていたなどというデーターから
みて、政府と民間のパートナーシップは明らか
にバランスを失ったというべきであろう。この
ように、両者の責任の負担が不均衡なあまり、
行政部門は「臨門方案」の融資支援を「民間貸
借」の関係で捉えてしまい、公権力が法に基づ
き随時もしくは定期的に行うべき更新事業計画
執行状況の検査で繰り広げられる公権力の行使
を遠まわしに拒み、無意識に民間協力と協同し
てリスクと責任を負わなくなった。政府が自ら
執行すべき予算を 921 基金会に委託執行しても
らうとともに、その受託者にあらゆるリスクを
引き受けるよう求めたことなどは、この状況を
もっともよく表している。

結論から見れば、都市部における被災地区の区

分所有建築物の再建に焦点にあてた場合、それに
は平時からの備えと震災後の整合性ある復興メカ
ニズムが必要であるといえる。

1．社区に対し、防災や災害避難のほか、震災
後の再建に関わる議論を行うよう奨励すべきで
あり、社区の財産関係の問題を議論、点検する
ことで、潜在的な問題の所在を事前に明確に
し、解決しておくことが必要である。

2．震災後の融資貸付のしくみを構築し、社区
の再建段階で必要となる資金を提供する。これ
には、買取り手続きを経て、分配に参加しない
者の再建後の財産権を取得することも含まれ
る。融資貸付のしくみには、社会及び被災者が
理解可能な危機回避の条項が必要で、被災者に
一定の責任を負わせることで、社区に対する重
視度と参加の度合いとを向上させることができ
る。

3．買い取って取得した建築物は、社区内の、
再建能力のない者を住まわせる住居として使用
してもかまわない。或いは、社会の弱者グルー
プを住まわせるか、かれらのへの賃貸家屋とす
るもよい。

4．震災後の他の再建政策を調整することで、
その区域における区分所有建築物の再建におけ
る締め出しを防止する。例えば、政府が提供す
る優待ローンが現地での再建と同時に他の建築
物の購入に当てられていないかなどの点がこれ
に当たる。

5．政府が既存の公設財団法人のうち一つを行
政法人として、これに一定の公権力と政府予算
を与える。そして、この法人は災害後に寄付を
募って運営財源を確保し、統一して長期計画を
立案し、震災後の再建業務に取り掛かることが
できる。

注
1） 　「建築技術規則建築設計施工編」第 1 条第 1 項第
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21 款。
2） 　「国民住宅社区規画及住宅設計規則」第 2 条第 1

項第 3 款。
3） 　「国民住宅条例」第 7 条第 2 項。
4） 　著者が調査で把握したデーター。街廓［＝街区］

社区を含まない。
5） 　九二一震災災区建築管理作業規定。
6） 　再建のための建築許可書を申請するには、その名

義は「公寓大廈管理条例（マンション・ビル等管理
条例）」第 14 条の規定に基づき、その敷地の所有権
者らによる会議で決定される。しかし、一部の有権
者が土地権利証を提出することに同意しなければ、
申請者が許可書を申請するためには「土地法」第 34
条の 1 規定の手続きに基づき、その他共有人への通
知を証明する書類を具備してはじめて「建築法」第
30 条の規定を満たすことができる。区分所有権者会
議の記録で取って代えることはできない（1982 年 7
月 12 日内政部台内営字第 092244 号函及 1997 年 5
月 20 日台（86）内営字第 8672833 号函による）。

7） 　財団法人九二一震災重建基金会（921 基金会）は
921 地震後、政府が集めた寄付金を管理運営するた
めに、政府が社会的地位を有する人々や関係機関を
招いて組織した民間団体である。1999 年 10 月 13 日
に成立し、2008 年 7 月 1 日に解散した。著者及び共
同執筆者は 921 地震後に再建活動に参与し、2000 年
6 月に 921 基金会執行長と執行秘書の役を任され、
基金会の解散をもってその任を終えた。

8） 　「921 震災地区都市更新程序簡化作業規定」第 3 点。
9） 　「都市更新条例」第 5、6、7 条。
10） 　「都市更新条例」第 11 条。
11） 　「都市更新条例」第 10 条。
12） 　「都市更新条例」第 9 条。
13） 　ここでいう「所有権者」とは、更新単元内の私有

の土地及び私有の合法建築物の所有者のことを指
す。「面積」とは、その所有権者の所有する土地の
総面積及び合法建築物の全ての階の延べ床面積を指
す。

14） 　「都市更新条例」第 10 条。
15） 　「921 震災重建暫行条例」第 17 条第 1 項第 2 款。
16） 　「都市更新条例」第 15 条。
17） 　「都市更新団体設立管理及解散辦法」第 2、5 条。
18） 　「都市更新条例」第 22 条。
19） 　「九二一震災重建暫行条例」第 17 条第 1 項第 3、4、

5、6 款。921 地震後の更新型再建を機に定められた
簡略化規定。現在すべて「都市更新条例」に修正条
文として組み込まれている。

20） 　「都市更新条例」第 3 条　第 1 項　第 5 款。
21） 　「都市更新権利変換実施辦法」 第 6 条。
22） 　「都市更新条例」第 32 条。
23） 　「都市更新条例」第 46、47、48、49 条。
24） 　多目的利用社区は 1987 年 8 月に発布された「都市

計画公共設施用地多目標使用方案」に起源があり、
このプランは 2003 年 7 月に廃止され、2003 年 6 月
に別途「都市計画公共設施用地多目標使用辦法」が
定められた。

25） 　「九二一地震災民重建家園緊急融資専款之提撥及
作業応注意事項［＝九二一地震被災者住宅再建緊急

融資特別金の給付と扱いに関する注意］」。
26） 　更新事業計画に同意した者が必ずしも土地分配に

参加するわけではない。
27） 　「都市更新条例」第 31 条。
28） 　もし都市再建事業組織に実施を委託すると、一般

的に補償金及び分配不参加者の負担すべき都市更新
費用はその都市の更新事業組織が調達しなければな
らない。

29） 　「九二一震災災民重建家園貸款［＝九二一震災被
災者住宅再建貸付］信用保証業務処理要点」及び「中
小企業信用保証基金九二一震災災民重建家園貸款信
用保証作業要点」。基金総額 18 億のうち、10 億が
921基金会による寄付、8億が政府による寄付である。

30） 　「社区重建更新基金」は被災区の再建に合わせる
ため、特に「九二一震災重建暫行条例」第 70 条第
1 項の定めるところにより設置され、「予算法」第 4
条第 1 項第 2 款の定める特殊基金であり、行政院が
その主管機関となる。

31） 　「九二一震災社区重建更新基金都市更新地区重建
融資撥貸［＝貸付］作業要点」。

32） 　「九二一震災社区重建更新基金都市更新地区重建
融資撥貸作業要点」第 13 点の定めるところに依る
と、「都市更新事業の実施者は、住宅が竣工して使
用許可書を取得し、建物の登記を終了した後、引き
受け金融機関に対し、九二一住宅再建貸付等その他
の貸付を申請し、借受人が事前に作成した委託書に
依拠し社区再建基金に対して保証を求める。」もし、
貸付保証を得られなければ、リスク引受けが規範化
されているとはいえない。

33） 　管理銀行は、更新単元の震災前家屋を担保とする
融資残高が最高で、銀行公会の指定する金融機関が
担当する。建築経理会社は管理銀行が推薦し、更新
会の同意を得る必要がある。

34） 　社区のもとの姿を保ったまま再建したものは 5、
土地交換を行ったものは 5、実施者に委託したもの
は 10、再建を成功させた集合住宅社区はあわせて
89 であった。
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Abstract
The 921 Chi-Chi Earthquake severely damaged central Taiwan, causing the 

collapse of more than 128 congregate housing communities with buildings of 
ve or more stories. Congregate housing is a multi-unit, condominium-style 

living space where some facilities are shared by the occupants. Reconstruc-
tion could not be carried out without the agreement of the co-owners, and the 
procedures were very complex and time-consuming. After the earthquake, 
the government proposed an Urban Renewal Act as a guideline for post-
disaster reconstruction of urban planning areas, and enacted the Temporary 
Statute for 921 Earthquake Reconstruction to simplify the administrative 
procedures of drafting and revising urban renewal plans. Due to lack of 
experience in urban renewal, initial attempts at forging an integrated urban 
renewal policy were unrealistic. Gradually, however, a renewal reconstruc-
tion model was developed in which the collapsed congregate housing base 
was designated as renewal area, and the owners of the lands and buildings 
legally theirs organized a group to implement the renewal plans for that 
area or entrusted them to an urban renewal agency. After considering the 
regulations, media reports, and literature published during the initial period 
after the 921 Chi-Chi Earthquake, this study reviews the renewal recon-
struction plan that was advocated. Then, based on the implementation and 
provisions of the statute, it analyzes the reasons for adopting urban renewal 
procedures to implement community reconstruction. With a focus on the self-
reliant process of reconstructing congregate housing, this article describes 
the factors that affect the reconstruction of a community. Finally, it presents 
a comparative study of government measures and cooperation from NGOs 
considered in terms of initiating community reconstruction, fundraising for 
community reconstruction, and implementation of renewal reconstruction 
plans. Data related to community reconstruction based on the case of the 921 
Chi Chi Earthquake show how valuable was the accumulation of experience 
by NGOs through their work in planning and implementing reconstruction 
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but it is still worth examining and improving. Data also indicate how useful 
the examined experience can be in coping with post-disaster housing recon-
struction projects in urban areas.

Key words: 921 Chi-Chi Earthquake, reconstruction, urban renewal, congre-
gate housing, community, non-governmental organization (NGO), coopera-
tion 




